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船橋市障害者虐待防止対応連絡会議設置要綱 

 

（設置） 

第１条 船橋市自立支援協議会設置運営要綱第８条の規定に基づき、障害者虐待の予

防及び早期発見、虐待を受けた障害者の保護及び自立の支援並びに養護者に対する

支援等を適切に実施するため、障害者虐待防止対応連絡会議（以下「連絡会議」と

いう。）を設置する。 

 

（組織） 

第２条 連絡会議の委員は、次の各号に掲げる者から市長が委嘱又は任命する。 

⑴  弁護士 

⑵  船橋市障害者成年後見支援センター職員 

⑶  千葉県船橋警察署職員 

⑷  千葉県船橋東警察署職員 

⑸  千葉県広域専門指導員 

⑹  船橋公共職業安定所職員 

⑺  保健総務課職員 

⑻  地域包括ケア推進課職員 

⑼  療育支援課職員 

⑽  児童相談所開設準備課家庭児童相談室職員 

⑾  総合教育センター教育支援室特別支援教育班職員 

⑿ その他市長が必要と認める者 

２ 市長は、医学的見地が必要となる場合、第１項に掲げる者のほか、船橋市立医療

センターにて従事している医師を委員として委嘱又は任命することができる。 

３ 第１項及び第２項に基づき委嘱又は任命された者の任期は、２年以内とし、委員

が欠けた場合の補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。ただし、再任を妨げ

ない。 
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（業務） 

第３条 連絡会議は、次に掲げる業務を行う。（ただし、第２条第２項に基づき委嘱又

は任命された者は除く） 

⑴ 障害者虐待に係る意見及び情報交換に関すること。 

⑵ 障害者虐待に係る関係機関との連携に関すること。 

⑶ 虐待を受けた障害者及び養護者に対する支援に関すること。 

⑷ 障害者虐待の防止及び養護者支援に係る広報その他の啓発活動に関すること。 

⑸ その他障害者虐待の防止及び養護者支援に必要な事項 

２ 第２条第２項に基づき委嘱又は任命された者は業務として、市からの依頼に応じ

「障害者虐待に係る医師意見書」（以下「意見書」という）（第１号様式）により医

学的な所見を述べる。 

 

（議長及び副議長） 

第４条 連絡会議に、議長１名及び副議長１名を置く。 

２ 議長は、連絡会議の委員の互選により選任し、副議長は議長が指名する。 

３ 議長は、会務を総理し、連絡会議を代表する。 

４ 議長は、必要に応じて委員以外の者（以下「参考人」という。）を連絡会議に出席

させ、意見又は説明を述べさせることができる。 

５ 議長は、議事の進行にあたり、公正性を保つために必要があると判断したときは、

委員その他の会議の出席者に対し、会議への参加を制限することができる。 

６ 副議長は、議長を補佐し、議長に事故あるとき、又は議長が欠けたときは、その

職務を代理する。 

 

 （個別会議） 

第５条 議長は、必要と認めるときは、個別会議を置くことができる。 

 

 （委員報酬） 

第６条 第２条第１項に基づいて委嘱された第１号又は第２号に該当する者が連絡会

議へ出席したときは、非常勤の特別職の職員の報酬及び費用弁償等に関する規則第
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４条第３号に掲げる非常勤の特別職の職員と同額の報酬を支払うものとする。 

２ 第２条第２項に基づいて委嘱された者が市からの依頼に応じ意見書により所見を

述べたときは、前項と同額の報酬を支払うものとする。 

３ 第２条第１項に基づいて委嘱された第１号又は第２号に該当する者が個別会議へ

出席したときは、第１項と同額の報酬を支払うものとする。 

 

 （秘密の保持等） 

第７条 連絡会議は、非公開とする。 

２ 連絡会議の委員（第４条第４項の規定により、議長が出席させた参考人を含む。）

は、職務上知り得た秘密を他に漏らし、又は自己の利益のために利用してはならな

い。その職を退いた後においても、同様とする。 

 

 （庶務） 

第８条 連絡会議の庶務は、障害福祉課において行う。 

 

 （その他） 

第９条 この要綱に定めるもののほか、連絡会議の運営について必要な事項は、議長

が連絡会議に諮って定める。 

   附 則 

 この要綱は、平成２６年２月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成２８年３月７日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、平成２９年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成２９年６月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成３１年４月１日から施行する。 

   附 則 
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 この要綱は、令和２年６月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、令和３年５月１日から施行し、令和３年４月１日から適用する。 

附 則 

 この要綱は、令和４年８月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、令和５年５月１日から施行し、令和５年４月１日から適用する。 

   附 則 

 この要綱は、令和６年１０月１日から施行する。 
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